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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第３四半期連結
累計期間

第68期
第３四半期連結
累計期間

第67期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （千円） 16,956,435 14,752,534 23,449,606

経常利益 （千円） 318,403 21,902 622,075

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 5,655 △59,330 148,627

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △70,064 △7,729 △768,541

純資産額 （千円） 24,616,251 23,536,615 23,917,713

総資産額 （千円） 31,188,054 30,258,061 31,701,495

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 0.12 △1.29 3.24

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 76.3 75.1 72.9

 

回次
第67期

第３四半期連結
会計期間

第68期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 0.11 2.94

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第67期第３四半期連結累計期間及び第67期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。第68期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生したリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における世界経済環境は、米国および欧州ともに回復傾向が緩やかに継続しております

が、英国のＥＵ離脱問題や１月に就任したトランプ新米国大統領の保護主義政策による世界経済への影響など、先行

きは不透明な状況にあります。また、中国をはじめとするアジア新興国においては、景気減速に一服感はあるものの

依然として不安定な状況にあります。

　国内経済においては、雇用情勢の改善傾向の継続や、消費者マインドの持ち直しなどにより緩やかな回復基調は続

いている一方、企業の設備投資には足踏み傾向が見られます。

 

　このような状況の中、当社グループは、原材料価格の上昇、中国を中心とするアジア地域の景気減速と競争激化に

よる製品価格の下落圧力の影響を受けておりますが、継続して将来的な収益力向上を目的に経営基盤の強化と製品開

発を推進してまいりました。

　８月には情報画像関連機器事業における意思決定の迅速化、開発・生産・販売の一体化によるグローバル競争力の

強化を目的として海外販売子会社を開発・生産拠点である武藤工業株式会社の傘下といたしました。続けて、１０月

１日付で国内の営業効率と顧客サービスの向上、並びに原価低減、経費削減を目的に子会社である株式会社ムトーエ

ンジニアリングの３Ｄプリンタ事業、設計製図機器販売、計測・制御機器販売、ＣＡＤソリューション等の事業を武

藤工業株式会社に集約いたしました。

　主力製品である大判インクジェットプリンタでは、新製品として、４個のヘッドをスタガ配列にし、最大作画ス

ピード１１７．３㎡／ｈ（当社従来機の２倍強）を実現した、プリント幅１．９ｍのハイグレード昇華転写大判イン

クジェットプリンタ「ＶＪ－１９４８ＷＸ」を１２月に発表、発売いたしました。

　３Ｄプリンタにおいては、１０月にポリカーボネイトなどのエンジニアリングプラスチック素材に対応したデュア

ルヘッド熱溶解積層（ＦＤＭ）方式の業界初となるデスクトップ型３Ｄプリンタ「ＭＦ－２５００ＥＰ」を新発売い

たしました。

　ＭＵＴＯＨは、今後もブランド力の強化、顧客ニーズを反映した製品ラインナップの拡充に力を入れ、収益拡大に

向け取り組んでまいります。

 

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は147億52百万円（前年同期比13.0％減）となり、営業

利益は１百万円（前年同期比99.6％減）、経常利益21百万円（前年同期比93.1％減）となりました。親会社株主に帰

属する四半期純損失は59百万円（前年同期は５百万円の利益）となりました。
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　セグメントの業績は次のとおりであります。

〔情報画像関連機器（アジア・北アメリカ・ヨーロッパ）〕

　アジア地域においては、大判インクジェットプリンタの販売は中国をはじめとするアジア新興国の長引く景気低迷

の影響と競争激化による販売価格の下落、３Ｄプリンタにおいては販売の一服感と低価格化の進行による影響から、

売上高48億92百万円（前年同期比14.4％減）、セグメント損失２億93百万円（前年同期は41百万円の損失）となりま

した。

　北アメリカにおいては、為替の円高の影響により、売上高27億25百万円（前年同期比18.2％減）、セグメント利益

１億80百万円（前年同期比44.5％減）となりました。

　ヨーロッパにおいては、北欧地域での好調な販売を維持するものの、為替の円高による影響とヨーロッパ地域全般

に広がる地政学リスクの影響により、売上高41億77百万円（前年同期比13.7％減）、セグメント利益88百万円（前年

同期比57.0％減）となりました。

 

〔情報サービス〕

　既存事業の販売は若干の減少はあるもののほぼ前年並みに推移しましたが、３Ｄソリューション事業の収益性向上

により、売上高15億76百万円（前年同期比1.6％減）、セグメント利益１億９百万円（前年同期比578.5％増）となり

ました。

 

〔不動産賃貸〕

　空室減少により堅調に推移し売上高１億96百万円（前年同期比2.4％増）、セグメント利益１億51百万円（前年同

期比0.9％減）となりました。

 

〔その他〕

　販売は若干伸び悩みましたが、経費削減と為替の円高による仕入れ価格の改善により、売上高は11億84百万円（前

年同期比7.3％減）、セグメント利益２百万円（前年同期は83百万円の損失）となりました。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は９億11百万円となりました。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 170,000,000

計 170,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 54,818,180 54,818,180
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 54,818,180 54,818,180 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 54,818,180 － 10,199,013 － 2,549,753

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

8,945,000

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

45,457,000
45,457 －

単元未満株式
普通株式

416,180
－ －

発行済株式総数 54,818,180 － －

総株主の議決権 － 45,457 －

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＭＵＴＯＨホールディ

ングス株式会社

東京都世田谷区池尻三丁

目１番３号
8,945,000 － 8,945,000 16.32

計 － 8,945,000 － 8,945,000 16.32

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,775,049 8,221,935

受取手形及び売掛金 4,570,055 ※２ 3,709,692

商品及び製品 2,876,159 3,319,843

仕掛品 125,906 166,226

原材料及び貯蔵品 1,946,280 1,735,013

繰延税金資産 316,372 404,938

その他 1,137,881 991,052

貸倒引当金 △102,200 △102,159

流動資産合計 19,645,504 18,446,541

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,012,429 2,847,122

機械装置及び運搬具（純額） 82,787 63,496

工具、器具及び備品（純額） 322,958 330,686

土地 5,426,111 5,421,156

リース資産（純額） 23,197 12,903

有形固定資産合計 8,867,484 8,675,365

無形固定資産   

その他 299,354 294,684

無形固定資産合計 299,354 294,684

投資その他の資産   

投資有価証券 2,150,144 2,146,539

差入保証金 78,539 59,693

繰延税金資産 657,460 632,518

その他 27,843 27,332

貸倒引当金 △24,837 △24,614

投資その他の資産合計 2,889,151 2,841,469

固定資産合計 12,055,991 11,811,519

資産合計 31,701,495 30,258,061
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,253,188 ※２ 2,445,394

未払金 364,213 309,415

未払法人税等 273,856 72,334

賞与引当金 140,554 59,824

製品保証引当金 405,457 388,304

その他 1,001,191 1,154,952

流動負債合計 5,438,461 4,430,225

固定負債   

繰延税金負債 85,206 76,260

退職給付に係る負債 1,925,435 1,867,770

役員退職慰労引当金 55,677 54,776

その他 279,001 292,413

固定負債合計 2,345,320 2,291,220

負債合計 7,783,782 6,721,445

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,199,013 10,199,013

資本剰余金 4,182,648 4,182,648

利益剰余金 12,993,335 12,612,829

自己株式 △2,344,848 △2,347,167

株主資本合計 25,030,150 24,647,325

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 169,030 161,959

為替換算調整勘定 △1,651,095 △1,715,891

退職給付に係る調整累計額 △430,628 △356,469

その他の包括利益累計額合計 △1,912,693 △1,910,400

非支配株主持分 800,256 799,691

純資産合計 23,917,713 23,536,615

負債純資産合計 31,701,495 30,258,061
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 16,956,435 14,752,534

売上原価 10,830,713 9,755,850

売上総利益 6,125,722 4,996,683

販売費及び一般管理費 5,759,182 4,995,316

営業利益 366,539 1,366

営業外収益   

受取利息 6,241 5,668

受取配当金 10,202 11,708

為替差益 － 11,033

その他 14,557 9,144

営業外収益合計 31,000 37,555

営業外費用   

支払利息 2,638 2,177

売上割引 3,961 3,977

株式交付費 － 7,975

為替差損 23,193 －

持分法による投資損失 45,527 1,029

その他 3,817 1,860

営業外費用合計 79,137 17,019

経常利益 318,403 21,902

特別利益   

固定資産売却益 83,630 1,928

投資有価証券売却益 16,769 40,706

特別利益合計 100,400 42,634

特別損失   

固定資産廃棄損 2,039 7,815

減損損失 － 20,689

その他 321 3,746

特別損失合計 2,360 32,251

税金等調整前四半期純利益 416,443 32,284

法人税等 413,248 54,250

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,195 △21,965

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△2,460 37,364

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
5,655 △59,330

 

EDINET提出書類

ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社(E02305)

四半期報告書

10/18



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,195 △21,965

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △177,456 △10,803

為替換算調整勘定 63,862 △79,453

退職給付に係る調整額 42,882 74,531

持分法適用会社に対する持分相当額 △2,547 29,960

その他の包括利益合計 △73,259 14,235

四半期包括利益 △70,064 △7,729

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △43,633 △57,037

非支配株主に係る四半期包括利益 △26,430 49,307
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１．保証債務

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

保証先 保証内容 保証残高 保証先 保証内容 保証残高

当社の顧客 リース契約保証 23,819千円 当社の顧客 リース契約保証 20,151千円

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 24,900千円

支払手形 － 23,640

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 363,498千円 329,140千円

のれんの償却額 15,352 15,352

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 321,257 7.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 321,176 7.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 情報画像関連機器 情報

サービス
不動産賃貸 計

 アジア 北アメリカ ヨーロッパ

売上高       

(1)外部顧客への売上

高
5,713,790 3,331,624 4,839,549 1,602,852 191,521 15,679,339

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高

3,869,623 17,787 14,779 287,111 181,406 4,370,707

計 9,583,413 3,349,412 4,854,328 1,889,964 372,927 20,050,046

セグメント利益又は

セグメント損失

（△）

△41,371 324,073 204,947 16,072 153,285 657,007

 

    

 
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

売上高     

(1)外部顧客への売上

高
1,277,096 16,956,435 － 16,956,435

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高

81,351 4,452,058 △4,452,058 －

計 1,358,447 21,408,494 △4,452,058 16,956,435

セグメント利益又は

セグメント損失

（△）

△83,626 573,380 △206,841 366,539

（注）１．その他には、設計製図機器・光学式計測器・太陽光発電システム・スポーツサポート用品の販売、飲食業を含

んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△206,841千円は、セグメント間取引消去205,772千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△412,614千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用

であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 情報画像関連機器 情報

サービス
不動産賃貸 計

 アジア 北アメリカ ヨーロッパ

売上高       

(1)外部顧客への売上

高
4,892,210 2,725,643 4,177,908 1,576,502 196,075 13,568,339

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高

3,283,827 5,419 8,438 218,187 175,854 3,691,727

計 8,176,037 2,731,062 4,186,346 1,794,690 371,929 17,260,066

セグメント利益又は

セグメント損失

（△）

△293,487 180,022 88,169 109,054 151,969 235,728

 

    

 
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

売上高     

(1)外部顧客への売上

高
1,184,194 14,752,534 － 14,752,534

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高

51,090 3,742,817 △3,742,817 －

計 1,235,285 18,495,352 △3,742,817 14,752,534

セグメント利益又は

セグメント損失

（△）

2,527 238,256 △236,889 1,366

（注）１．その他には、設計製図機器・光学式計測器・太陽光発電システム・スポーツサポート用品の販売、飲食業を含

んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△236,889千円は、セグメント間取引消去150,360千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△387,250千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用

であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却方

法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に

係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる当第３四半期連結累計期間のセグメント損益に与える影響は軽微であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
0円12銭 △1円29銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

5,655 △59,330

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

5,655 △59,330

普通株式の期中平均株式数（株） 45,889,195 45,878,394

　（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月13日

ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関谷　靖夫　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 片岡　直彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＭＵＴＯＨホー

ルディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28

年10月１日から平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年12月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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